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第4章 兵庫県南部地震での住宅被災者に対する公助の実態分析

4.1は じ め に

地震防災対策には,公 的資金 を用いて行われ る 「公助」,市 民の相互扶助 による 「共助」,市 民 自らの

「自助」努力によるものがある.1946年 の南海地震 を教訓 として制定 された災害救助法で は,仮 設住

宅の供与 ・食品及び飲料水の供給 ・被服や寝具などの生活必需品の給与または貸与な ど,救 助 を必要 と

する者に対す る現物支給 を定めている.こ れ は困っている人に必要なものを提供す るという 「救助」の

考え方に基づ く制度である.一 方,我 が国には 自然災害 に関する 「自力復興 の原則」が あり,地 震で建

物が被災 した場合には,建 物の建替えや補修費用は基本的に個 人負担となって いる.櫻 井(2003)は,「 自

然災害について国家 に責任がない」という前提 のもとでは,恒 久的な住居その ものを国が直接提供す る

ことは,個 人の私有財産 を国家が税金を使 って提供す ることにな り許 されないと述べる.し か しなが ら,

1995年 の兵庫県南部地震以降には,兵 庫県 と神戸市 の出資によ り創設 された阪神 ・淡路大震災復興基

金の運用益を利用す るという形で はあったが,住 宅被災者の恒久住宅への移行や生活再建に対 して様々

な公的支援が行われた.震 災以降の1998年5月 には,被 災者への最大100万 円の支援 を可能 とする被

災者生活再建支援 法が成立 し,2000年10月 の鳥取県西部地震では鳥取県出資 による住宅再建支援基金

によ り住宅再建 に対 して最高300万 円が支給 された.鳥 取の例 は過疎化対策 としての制度 の効果が期待

された ものだったが,こ れがその後に住宅被災者への支援金支給 に対す る市民の期待 を高めることにつ

なが った.2004年4月 には被災者生活再建支援法が一部改正され,住 宅の再建等に係る費用について

最大200万 円を支援する居住安定支援制度の創設を含む被災者生活再建支援 制度の拡充が図 られた.

一 方
, 近年では,被 災者支援のための公助には財政的にも限界があ り,共 助、自助 も含 めた地震防災

体制を確立すべ きである との認識がある.本 研究では,住 宅被災者 に対す る公助 ・共助 ・自助のバ ラン

スのあ り方を考 えるために,兵 庫県南部地震後 に住宅被災者 に対 して行われた公助 と共助 の実態を調

査 ・分析 した.ま ず,住 宅の被害や復興状況な どに応 じて提供 された各種の公助 ・共助プ ログラムの実

績資料 を収集 し,支 援 内容 を整理 した.次 に,こ れ らを用いて兵庫県南部地震の被災者の住宅被害 ・被

災後 の住宅復興パター ン ・世帯主の収入 に応 じた公助 ・共助のモデルケースを作成 し,地 震発生前の被

害軽減策の実施 と公助 ・共助 ・自助のバ ランスについて検討 した.

4.2神 戸市 における住宅被災者の特性

4.2.1兵 庫県南部地震 による建物被害の概要

神戸復興誌(1997)に よれば,1995年1月17日 に発生 した兵庫県南部地震 による神戸市内での被害 は,

死者4,569人,行 方不明者2人,負 傷者14,679人,家 屋の全壊67,421棟,半 壊55,145棟,全 焼6,965

棟,半 焼80棟 であった.物 的被害 は1996年2月1日 現在,人 的被害 は1997年12月22日 現在のデー

タである.ま た,阪 神 ・淡路大震災調査報告(2000)に よれば,神 戸市 内で は全壊被害 を受 けた世帯が

109,212,半 壊被害 を受けた世帯が121,632に 上った.表4-1に 市 内の各区部における被害発生棟数 を

示す.こ の表で,全 壊被害 とは 「住 家の損壊 もしくは流出 した部分 の床面積がそ の住家の延べ面積の

70%以 上に達 した もの,ま たは住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の50%以 上に達 した程度の

もの」,半壊被害は 「損壊部分の床面積がその住家 の延べ面積の20%以 上70%未 満 のもの,ま たは住家の

主要構造部の被害額がその住家の時価 の20%以 上50%未 満 に達 した程度 のもの」である.
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表4-1神 戸市内の各区部における被害発生棟数

表4-2神 戸市の所有関係,建 て方別の専用住宅数

表4-3神 戸市 の所有関係別 の普通世帯数 の推移

4.2.2神 戸市 における住宅の建て方と所有状況

1998年 実施 の住宅 ・土地統計調査 によれ ば,神 戸市にお ける所有関係,建 て方別の専用住宅数は表

4ｰ2の 通 りである.市 内の全建物 に占める持ち家住宅の割合は約52.3%,1戸 建,長 屋建,共 同住宅の

割合はそれぞれ94.6%,54.5%,27.9%と なって いる.借 家 は市内に247,730戸 存在 し,そ の91.4%

は共 同住宅である.住 宅の所有状況 は,持 ち家,民 営借家,公 営 ・公団または公社の借家,給 与住宅(社

宅 ・公務員住宅 など)の 順に多 くなっている.ま た,1988・1993・1998年 の住宅 ・土地統計調査か ら,

神戸市における兵庫県南部地震前後の住宅所有関係別の普通世帯数の推移 を見 ると,表4-3の 通 りとな

る.兵 庫県南部地震発 生前の1993年 の調査では,持 ち家世帯 ・借家世帯の割合はそれぞれ51.1%と

47.6%で あるが,地 震発生後の1998年 の調査では持 ち家世帯率が増加 した.

図4-1は 神戸市における世帯 の年間収入階級(8区 分),住 宅の所有関係別 の普通世帯数である.収 入

が多いほど持 ち家所有の割合が高 く,低 所得になるほど公営借家 と民営借家の割合が高くなる.持 ち家

世帯について,年 間収入階級別の割合 を見ると(図4-2),年 間収入500万 円未満の世帯が38.2%,500

万 円以 上1000万 円未満の世帯が42.0%,1000万 円以上が19.8%と なった.
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図4-1年 間収入階級,住 宅 の所有関係別の普通世帯数

図4-2持 ち家世帯にお ける年間収入階級別の割合

4.2.3住 宅被 災後 の 復興パ タ― ン

住居が地震 により被害を受 けた場合,住 民は避難所,仮 設住宅や知人宅等 での避難生活を送 りなが ら,

住居の補修や解体,再 建を行 うか,新 たな住居を探 さなければな らない.図4-3は,持 ち家住宅が地震

によ り被害 を受 けた場合の,居 住 生活 の復興パ ター ンとして想定されるシナリオをイベ ン トツ リーによ

り表現 したものである.地 震後の住居 としては,持 ち家での継続居住,民 営借家 ・公営借家 ・公団や公

社の借家への転居 を考 えている.持 ち家 の復興パ ター ンとしては,持 ち家 の被害状況,仮 設住宅への入

居の有無 被害を受けた建物 の解体や補修 ・再建の状況,新 たな住居の選択に応 じて,図4ｰ3に 示 した

通 りに21種 類 のシナ リオを想定できた.以 下では,兵 庫県南部地震以降の被災者生活 に関す る文献等

か ら,こ れ らのシナ リオの うち,各 被害に対 して主流をなす住宅復興パター ンを抽 出する.

日本都 市計 画学 会 関 西支 部 と 日本建 築学 会 近畿 支 部合 同 の震 災 復興 都 市づ くり特 別 委 員会 で は,地 震

直後 の1995年2月 に,被 災 地域 のほ ぼ全 域 にわ た り建 物 被害状 況 調査 を実 施 した.建 物 被災 度 は,建

物 外 観の 目視 によ り 「全壊 又は大 破,中 程度 の損 傷,軽 微 な 損傷,外 観 上 の被 害 な し」の4段 階 と,全

焼 又 は半 焼 に分 類 され た,全 壊 ・半壊 ・一部 損壊 ・全 半焼 ・無被害 ・未調 査 の 建物 はそ れぞ れ,33,370

棟,28,062棟,50,425棟,4,552棟,59,852棟,42,086棟 で あ った,こ の被 災 度判 定以 降,全 壊 判定

建物 の81.5%,半 壊 の40.2瑞,一 部損 壊 の16,1%,全 半焼 の94,3%が 取 り壊 され て 滅 失 した(図4-4).

す な わ ち,全 壊 判定 で あ りな が ら補修 等 によ り18.5%の 建物 が 継続 利 用 され る 一方 で,一 部 損壊 判定

に も関わ らず16.1%が 解体 され て い る.
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図4-3持 ち家住宅が被害を受 けた場合の居住生活の復興パターン

図4-4 1995年2月 での被災度別 の建物 の滅失状況

地震後 に神戸市内に建設 された応急仮設住宅は29,178戸 で あり,こ れは市内で全 半壊被害 を受けた

230,844戸 の12.6%で ある.被 災後 に仮設住宅に入居 した世帯 は一部 に限 られてお り,仮 設住宅 に入居

しない世帯が 主流で あったことがわかる.ま た,越 山 ・室崎(2001)は,住 宅建物の被災後 の新たな住居

の選択 について,神 戸市内の激震地区の被災者を対象としてアンケー ト調査 を行 っている.こ れによる

と,地 震時に1戸 建て持 ち家に居住 していた399世 帯の うち,309世 帯(77%)が 地震後再び1戸 建て持
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ち家に,59世 帯(15%)が 災害復興公営住宅に,10世 帯(3%)が 民間賃貸マ ンションに居住 して いた.こ の

調査結果に基づくと,持 ち家住宅 を所有する場合,地 震被害を受 けて も持ち家 の補修 ・再建 を行 う場合

が多いと言える.

以上の実績よ り,図4-3中 に太字で示 したように,持 ち家が全壊被害 を受けた場合 には,仮 設住宅に

入居せずに建物を解体 して持ち家 を再建するケース(図4-3のA)が 主流である と考え られる.ま た半壊

の場合 には,仮 設住宅へ入居せず に建物の補修 を行 い継続 して居住するケース(図4-3のG)が 主流であ

ると考え られる.

4.3住 宅被災者のための応急対応

兵庫県南部地震 による被災者の生活再建に対 しては,様 々な公的支援が提供 された.こ こで はまず,

住宅被災者に対 して,本 格的な住宅復興前の暫定的な措置 として実施された,応 急仮設住宅の建設と被

災建物 の公費による解体 について,支 援 の実績 をまとめる.

4.3.1応 急仮設住宅の建設および撤去

災害救助法は,応 急仮設住宅の建設は国の責任 のもとで都道府県知事が実施す るものと定めて いる.

しか し,震 災前まで兵庫県で は,都 道府県知事の委任 を受 けて市町長が対応する ものとしていた.阪

神 ・淡路大震災では被害が広範囲 に及んだため,県 知事 に権限が留保 され,知 事 の責任 の元に仮設住宅

が建設された.市 は用地の選定 ・確保,配 置計画,建 設 に関す る調整,募 集 ・入居事務か ら管理まで を

行い,県 が主 として設計 ・発注 ・建設を行った.兵 庫県による 「原則 として希望者全員に応急仮設住宅

を提供す る」方針のもと,8月 上旬まで に神戸市内では合計29,178戸 の応急仮設住宅が建設された.

神戸市市外 に建設 された ものと合わせ ると,神 戸市民分 としては32,356戸 が確保 された.当 初は2K

平屋(約26㎡)の みが建設 されたが,後 に,高 齢者や障害者等 に配慮 した 「地域型仮設住宅」等が追加

された.入 居募集に際 して は,第1次 募集(1月27日-2月2日)か ら第4次 募集(5月10-14日)ま では

弱者優先による入居方式を取 り,結 果 として高齢者層の入居率が高 くな った.「 震災被災世帯住宅に対

する調査研究報告書」による仮設住宅入居世帯1,000世 帯に対するアンケー ト調査 によれば,入 居者の

年齢層は60歳 代が40.0%,70歳 代が26.2%,40歳 代が8.4%,50歳 代7.9%,80歳 代以上が7.3%で あ

った.こ のよ うな入居方式 は,壮 年 ・若年齢層か らの不満 と仮設住宅におけるコミュニティの偏 りな ど

の課題を残 した.

S. Sakurai(1999) によれ ば,仮 設住 宅 の建 設 費用 は1戸 あた り平均280万 円で あ り,撤 去 ・復 旧費

用 に は33.6万 円,25.8万 円 を要 した.こ れ らを合 計す る と,仮 設 住宅1戸 あ た りの建 設 ・撤去 ・復 旧

費 用 は合 計339万 円 にの ぼ った.

4.3.2倒 壊家屋の解体撤去

従来,災 害 によ り発生 した廃棄物 の処理では,収 集 ・運搬 ・処分 に係 る事業が国庫補助の対象で あっ

た.し か し,兵 庫県南部地震では迅速な復旧 ・復興のため に特例的に,個 人や 中小企業の倒壊建物等の

解体が,厚 生省所管の災害廃棄物処理事業 として進め られた.建 物解体 は所有者の承諾 のもとに市町村

の事業 として行われ,費 用は公庫負担(国 庫補助が2分 の1)と された.神 戸市では,「 災害廃棄物解体

処理事業実施要領」によ り,事 業の対象は,「 個人住宅 ・分譲マ ンション ・賃貸マンション(中 小企業者
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表4-4解 体撤去の際の公費負担 の単価

の ものに限る)・事業所等(中 小企業者のものに限る)・ 中小企業に準ずる非営利法人等 の家屋や事業所

等 ・その他市が必要 と認める もの」 と定め られ,被 災者か らの申し出に基づき解体 された.公 費負担に

は,表4-4左 に示 した単価(平 成7年5月29日 現在)が 用い られ,平 成10月3月 末 日時点での解体撤去

実績は表4-4右 の通 りである.木 造住宅 の場合,解 体撤去 を含めた費用が10,506円/㎡,実 際 に解体撤

去 された建物の平均延べ床面積が92.6㎡ である ことか ら,1棟 当た りの平均解体費用 を計算すると,

97.3万 円となる.

4.4住 宅被災者の生活再建のための公助の実績

応急仮設住宅の建設を進める一方で,兵 庫県や神戸市は被災者用の公的住宅 を供給 した他,被 災者の

生活再建に対 して も様々な公的支援 を提供 した.兵 庫県は1995年8月 に,早 期の住宅復興 を目指 して

「ひ ょうご住宅復興3ヵ 年計画」を策定 した.こ の計画は,「 公的住宅 の早期 ・大量供給」,「利子補給

を中心 とした各種支援制度による民間住宅再建」 を2つ の大きな柱 とする.1995～1997年 度の3ヵ 年

間で125,000戸 の住宅建設 を目指 し,そ の うち77,000戸 は公的住宅 として計画 した.神 戸市 も,1995

年7月 に 「神戸市震災復興住宅整備緊急3ヵ 年計画」 を策定 し,3ヵ 年にお ける 目標供給戸数は82,000

戸 とされた.1996年4月1日 には,被 災者の生活再建のための中核組織 として,兵 庫県 に 「住まい復

興局」が,神 戸市 に 「生活再建本部」が設置 された.し か し1996年7月 に兵庫県は,公 的住宅に入居

する被災者だけでな く,持 ち家 を再建する被災者や民間賃貸住宅に入居す る被災者の生活安定も図る必

要があるとして,「 恒久住宅への移行 のための総合プログラム」 によ り支援策 を追加す るなど計画 の軌

道修正を行 った.神 戸市で も1996年7月 に,公 営住宅等 の家賃低減化,低 所得者向け公営住宅等 の供

給増,民 間住宅復興支援策の拡充強化 を3本 柱 とした 「神戸のす まい復興プラン」を策定 した.住 宅復

興の支援 は個人資産の形成につなが りうるため,政 府 と被災 自治体が どこまで税金 を使った支援 を行 う

べきかという議論が当時 も存在 したが,結 果的には,「 神戸のす まい復興 プラン」は 自力で再建できな

い被災者への個 人補償 的色彩が強かった と言える.

住宅被災者の生活再建に関する行政及び民間による取 り組みを補 うため,1995年4月1日 には,兵 庫

県 と神戸市の出資 によ り,財 団法人 阪神 ・淡路大震災復興基金(以下、復興基金)が設立された.復 興

基金は,基 本財産200億 円と運用財産5,800億 円の計6,000億 円をもとに,利 子4.5%に よる年間260億

円を越す運用益を得て,被 災者の生活復興 のための様々な施策 を展開 した.復 興基金 ・兵庫県 ・神戸市

によ り実施 された住宅被災者の生活再建支援策は,お おむね,支 援金の給付 ・賃貸住宅 の家賃補助 ・貸

付金に対す る利子補給 ・各種税 の減免措置 というカテゴ リーに分 けられ る.こ れ らの各種支援策 につい

て,そ の支援事業 内容の詳細および対象者 の基準 を以下に記す.
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4.4.1震 災直後の生活資金対策としての災害給付

兵庫県 は,震 災直後 の当面の生活資金対策として,「 災害弔慰金の支給等に関する法律」 に基づ く災

害弔慰金および災害障害見舞金の支給,災 害援護資金の貸付の他,兵 庫県独 自の制度 として災害援護金

の支給等を行 った.災 害援護金は,住 宅被災者に対 して支給 され,全 壊 ・全焼の場合 に1世 帯 当た り

10万 円、半壊 ・半焼 に5万 円が支給 された.神 戸市も同様 の制度で ある神戸市災害見舞金の給付制度

を有 し,全 壊 ・全焼世帯に4万 円、半壊 ・半焼世帯 に2万 円を支給 した.

4.4.2(財)阪 神 ・淡路大震災復興基金による支援事業

復興基金事業の うち,被 害 を受 けた持ち家 ・賃貸住宅 の入居者 に関連するものを表4-5に まとめた.

基金設立 当初 は,利 子補給 な どの間接的支援 が主流で あったが,そ の後の制度拡充や新設等によ り支援

金の支給な どが開始 され,被 災者の生活再建を直接支援す る制度としての性格が強 くなった.利 子補給

事業 と助成事業の割合を事業費ベースで見ると,設 立当初の65%:34%か ら,1999年3月 末時点では

34%:61%と 逆転 した.以 下では,表4-5に 示 した復興基金による各種事業の内容を詳細に取 り上げる.

(1)被 災者の住宅再建 ・購入 に対する利子補給

復興基金では1995年4月1日 に,被 災者の住宅再建 ・購入に対 して利子補給 を行 うことを決定 した.

住宅金融公庫 による災害復興住宅資金融資を利用 して新た に住宅 を購入 または建設す る場合や,ひ ょう

ご県民住宅復興 ローン,神 戸市災害復興住宅特別融資 を利用する場合 に利子補給が行われた.復 興基金

による利子補給 を受け られるのは,融 資を受 けた者の うち,「 阪神 ・淡路大震災で原則 として半壊以上

の判定を受け,兵 庫県内で住宅 を建設 ・購入する」,「被災時に居宅 していた住宅 を解体 した」,「年収(収

入金額)が1,431万 円以 下である」,「建設 ・購入する住宅が建築基準法な どに適合 し,床 面積が175㎡

以下 または従 前住宅以下で ある」という4つ の要件を全て満たす人である.住 宅金融公庫 の災害復興住

宅資金融資を利用 して耐火住宅を新築す る場合は,返 済期間35年 間,金 利3.15%(5年 間の据置)で,

1,140万 円までの基本融資を申請で きる.こ の場合,年 間3.00%の 利子 について5年 間に渡 り利子補給

を受けることができ,元 金据置 の5年 間での利子補給額 は,171万 円(=1140万 円×0.03×5年 間)と な

る.加 えてひょうご県民住宅復興 ロー ンも申請す る場合には,800万 円の融資 に対す る5年 間での利子

補給額は,120万 円(=800万 円×0.03×5年 間)と なる.両 方の利子補給額 は合わせて291万 円とな る.

表4-5持 ち家 ・賃貸住宅入居者に対す る復興基金の事業
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また,1996年7月 か らは,大 規模な住宅補修を行った者に対 しても,「 大規模住宅補修利子補給」が

開始された.利 子補給を受 けるための条件 は,「 阪神 ・淡路大震災の被災者であること」,「兵庫県内の

自己居住 用住宅(持 ち家)を 補修す る」,「補修資金を500万 円以上借 り入れる」,「年収が1,431万 円以下

である」の4項 目であ り,融 資限度額 は300万 円である.利 子補給率は住宅再建 ・購入 の際 と同様で,

800万 円の融資に対する5年 間で の利子補給額は,120万 円(=800万 円 ×0.03×5年 間)と なる.

(2)民 間賃貸住宅家賃負担軽減制度

1996年7月 か らは,中 低所得層の被災者が賃貸す る民間賃貸住宅等の家賃の軽減を図るため,復 興

基金を活用 して民間賃貸住宅家賃負担軽減制度が開始 された.家 賃軽減対象は民間賃貸住宅(公 団 ・公

社の一般賃貸住宅 も含む)で あ り,震 災時に入居 して いた住宅が滅失 し,基 金 によるほかの支援 制度を

利用 して いない,収 入分位が50%階 層以下の被災者 に適用 された.2002年 度以降は収入分位25%階 層以

下の被災者に限定 された.月 額 の家賃補助額は,1999年 までは,家 賃が6万 円以上の場合に3万 円,

家賃が6万 円未満 の場合 に定率で家賃の2分 の1で あった.た だ し2000年 以降,家 賃補助額 は引き下

げ られた.家 賃の月額が6万 円以上の場合,1世 帯 あた りの制度 開始後か ら2001年 度末までの家賃補

助額は,合 計145.5万 円となる.実 際の家賃軽減 は,市 町村に登録 した賃貸住宅経営者に対する家賃軽

減分相当の補助金の交付 という形で行われ,経 営者はあ らか じめ補助金分 を減額 した家賃を入居者か ら

徴収する.

(3)生 活福祉資金貸付金に対する利子補給

1996年7月 には,応 急仮設住宅等か ら恒久住宅への円滑な移転 を目的として,兵 庫県社会福祉協議

会の 「生活福祉資金貸付金」に対 して,利 子補給が開始 された.生 活福祉資金貸付金 は,応 急仮設住宅

等の仮住 まいか ら恒久住宅へ移転する低所得世帯、高齢者世帯、障害者世帯 に対 して,転 宅費として特

例的に貸付 された.世 帯の総所得金額につ いて は,単 身世帯で180万 円以下,2人 世帯で270万 円以下

とい う条件がある.貸 付限度額は50万 円,貸 付期間は6年 以内(据 置期間1年 以内)で あ り,貸 付利

子は年3%と された ものの,復 興基金か らの利子補給 によ り実質無利子 となった.50万 円の貸付の場合,

6年 間での利子補給額は3.8万 円に相 当す る.

(4)生 活復興資金貸付金に対する利子補給

1996年9月 か らは,兵 庫県 の生活復興資金貸付金 に対 して利子補給が開始 された.生 活復興資金貸

付金は,被 害 を受けた県民の生活復興 を支援するため,県 が金融機関 と連携 して導入 した制度で ある.

貸付対象は,全 半壊(焼)の 罹災証明を受けた,年 間の総所得金額が690万 円以下,申 込時の年齢が満

20歳 以上の返済資力の有る世帯主であった.貸 付限度額は,償 還期間が6年 以内であれ ば100万 円以

下,7年 以内であれば101万 円以上300万 円以下で,1年 以内は据置期間 としうる.貸 付限度額 は当初

100万 円であったが,1997年4月25日 以降,300万 円に引き上 げられた.貸 付利子 は年3%で あるが,

復興基金か らの利子補給 によ り,実 質無利子 となった.300万 円の貸付の場合,6年 間での利子補給額

は32.4万 円に相 当する.

(5)被 災高齢者世帯等生活再建支援金

1997年3月 における復興基金の運用財産3000億 円の拡充 を機 に,被 災 した低所得の高齢者世帯や要
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援護世帯 に対する恒久住宅移行後の生 きがい対策 として,「 被災高齢者世帯等生活再建支援金」制度が

開始された.支 援対象は,世 帯主が62歳 以上(1997年4月1日 時点)で 非課税の世帯,ま たは2000年4

月1日 までに認定 された要援護世帯である.国 による自力復興の原則 と直接的な現金給付を求める被災

者の対 立の中,復 興基金を介する ことによ り 「個人補償は出来ない」 という国の論理 を回避する形で,

支援金の支給制度が導入 された.単 身世帯であれば月額20,000円,複 数世帯であれば月額15,000円 が,

5年 以内に渡 り支給された.5年 間における1世 帯あた りの支給総額は複数世帯で150万 円,単 身世帯

で120万 円となる.他 の市町に移転 した世帯には月額5,000円 が加算 された.

(6)被 災中高年恒久住宅 自立支援金

被災高齢者世帯等生活再建支援金 に続 いて,中 年層への支給が検討された結果,1997年10月,被 災

した中高年世帯の生きがい対策 として,「 被災 中高年恒久住宅 自立支援金」制度が開始 された.被 災高

齢者世帯等生活再建支援金の対象者を除き,45歳 以上で年間総所得が507万 円以下の世帯に対 し,単

身世帯で あれ ば月額20,000円,複 数世帯であれば月額15,000円 が2年 間支給 された.1世 帯 あた りの

支給総額 は複数世帯で48万 円,単 身世帯で36万 円となる.

4.4.3被 災者生活再建支援法の成立 とその後の拡充

震災後 に兵庫県か ら提案 された 「住宅地震災害共済制度」を発展 させた形 として,1998年4月 に被

害者生活再建支援 法が成立 した.こ れは,都 道府県が相互扶助 の観点か ら拠出 した基金を活用 して,経

済的理 由等によって 自立 して生活 を再建する ことが困難 な者 に対 して被災者生活再建支援金 を支給す

るものである.こ の基金の運用益か ら,支 援金を支給す る都道府県 に対 して交付が行われるが,2分 の

1は 国庫によ り補助 され る.支 給 の対象は,住 宅が全壊 した世帯,住 宅が半壊 して倒壊防止等のために

解体 した世帯,災 害が継続 し長期 にわた り居住不可能な状態が継続す ることが見込まれる世帯である.

支援金は,生 活 に通常必要な物品の購入費又は修理費 ・住居の移転費 としての通常経費 と,特 別な事情

による生活 に必要な物品の購入費又は修理費 ・住居の移転のための交通費 ・住宅 を賃貸す るための礼

金 ・医療費としての特別経費にて構成 される.支 給金額 には,世 帯の人数 ・世帯主の年齢 と収入合計額

によ り表4-6に 示 した通 りの限度額がある.複 数世帯であれば,通 常経費と特別経費を合わせて最高

100万 円が支給 され うる.災 害救助法は現物支給 を定 めるが,本 制度は必要な物品の購入額等 に相 当す

るだけの現金を支給す るという主旨である.櫻 井(2003)は,基 金を活用 した支援形態によ り,公 的主体

が直接公金を個 人補償 に提供する という形 を回避 して いる と指摘す る.

しか し,被 災者生活再建支援法は兵庫県 南部地震時に遡及せず,こ れ らの被災者 には被災者生活再建

支援金は支給 されなかった.そ こで,同 法の附帯決議 によって,既 存の被災高齢者世帯等生活再建支援

金、被災中高年恒久住宅 自立支援金 を拡充 ・統合 し,1998年7月 に被災者 自立支援金制度が創設 され

た.被 災者自立支援金は,既 存の両支援金 と被災者生活支援金 を加味した内容 となっている.

2004年4月 には,被 災者生活支援法の一部改正がなされ,住 宅 の再建等 に係る費用について最大200

万 円を支援する居住安定支援 制度が創設された.
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表4-6被 災者生活再建支援金の支給限度額

表4-7家 賃低減化対策 による入居者負担額の変化例

4.4.4公 営住宅の家賃低減化対策

神戸市では1996年7月 に 「神戸のす まい復興プラン」 を策定 し,低 額所得者向け災害復興公営住宅

の新規建設な どによる公営住宅の供給増 を図った他,被 災者か らの強い要望 を受けて,公 営住宅等の家

賃の低減化 も実施 した.家 賃低減化 制度は,災 害復興住宅 として供給 されている公営住宅及び再開発系

住宅に入居す る低所得の被災者のうち,1999年 度 中までに入居の決定がなされた者 を対象 とした,入

居後5年 間の時限措置であった.対 象者全て に適用す る 「一般減額」 と,収 入が特に低 い者 を対象 とす

る 「特別減額」の2段 階が あ り,入 居者の収入や住宅立地 ・規模 に応 じた家賃低減化が図 られた.入 居

者か らの申請に基づき,現 行家賃 と入居者負担額の差額 の分の家賃が減額 された.表4-7に 入居者の総

所得金額 ・住宅立地 ・規模 に応 じた入居者負担額の例 を示 した.震 災前の政令月収12万 円未満の世帯

が,住 宅面積40㎡ の公営住宅 に入居す る場合,旧 公営住宅法 の2種 家賃34,000円 に対 し,特 別減額制

度による入居負担は6,600円 とな り,差 額月額27,400円 の5年 分に相当す る164万 円が家賃減額分 と

なる.

4.4.5税 制の特例措置

国税である所得税,個 人県民税,個 人市民税には,災 害で被害 を受 けた場合,そ の損失額 を所得か ら

控除する 「雑損控除」制度 と,所 得金額 に応 じて税 を減免す る 「災害減免」制度がある.税 額は式(1)

に示す速算式を用 いて概算できるが,雑 損控除制度では,以 下の① と② のいずれか多い方の金額が雑損
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表4-8各 種税の減免措置の概算額

控除額 として式(1)の 課税所得金額か ら控除 され る.た だし,差 引損失額 とは,損 失金額(時 価)か ら保

険金な どによって補填 され る金額 を控除したものである.損 失額が 当年分の所得か ら控除 しきれな い場

合は,翌 年以降3年 間繰 り越す ことができる.

① 差 引損失額-所 得金額 の10分 の1

② 差 引損失額 のうち災害 関連支出の金額-5万 円

1964年 以前の建築で,床 面積100㎡,時 価730万 円(住 宅時価額簡易表 による)の 木造住宅に居住す

る低所得(収 入分位20%)・ 中堅所得(収 入分位40%)・ 高所得(収 入分位80%)の 世帯 に対する課税額を

速算式 によ り概算すると,表4-8左 列のようになる.こ れに対 して住宅が全半壊 した場合の雑損控除に

よる減額分 を計算すると,住 民税では全壊時は34.4～94.9万 円,半 壊時は16.1～40.2万 円となった.

所得税では,全 壊時に137.5～189.9万 円,半 壊時 に61.4～80.3万 円とな った.

税額=課 税所得金額 ×税率-速 算控除額 (4-1)

また,住 宅が被災 し,そ れに代わる住宅 を新築 ・取得 した場合 には,被 災家屋 に相 当する部分の固定

資産税(税 率0.14%)と 都市計画税(税 率0.03%)が,3年 間に渡 り減額 され る.前 述の条件では,全 壊時

に15.3万 円の固定資産税が,6.6万 円の都市計画税が減免 され る.

4.5住 宅被災者の生活再建のための共助の実績

被災者に対す る相互扶助である 「共助」には,復 旧作業の助け合い,精 神的な支えあいなど金銭的に

計上できないもの も多 いが,義 援金の支給は 「共助」 による金銭支援 として捉え られる.

震災後には,全 国各地か ら1,785億 円にのぼる義援金が届け られ,兵 庫県南部地震災害義援金募集委

員会の決定 した基準に従い,当 面の生活資金 として被災者 に公平 に配布 された.義 援金の支給対象 は死

亡者 ・行方不明者 の遺族,要 援護家庭,被 災児童 ・生徒な ど様々であった.住 宅被害を受けた世帯 に対

しては,第1次 義援金 として住宅損壊見舞金が,第2次 として住宅助成義援 金が,第3次 として生活支

援金が支給 された.住 宅損壊見舞金では,全 壊 ・全焼 ・半壊 ・半焼 の住宅被害を受 けた世帯 に10万 円

が支給 された.第2次 の住宅助成義援金では,住 宅被害(全 壊 ・全焼 ・半壊 ・半焼)を 受け,持 ち家 を修

繕 した世帯(修 繕経費200万 円以上が対象),民 間賃貸住宅 に入居 した世帯,住 宅 を建替え ・購入 した世

帯(再 建経費200万 円以上が対象)に,30万 円が支給 された.だ た し,生 計維持者 の前年所得が1,000

万円以下の世帯が対象である.公 営住宅 に入居する場合,住 宅助成義援金の支給対象とはな らない.第
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3次 の生活支援金では,住 宅被害(全 壊 ・全焼 ・半壊 ・半焼)を 受 け,世 帯の主たる生計維持者 の1995

年の年間総所得金額が690万 円以下の世帯に対 して15万 円が支給 された.当 初 の支給金額 は1世 帯あ

た り10万 円であったが,1997年6月2日 よ り5万 円が追加交付 された.

1993年 北海道南西沖地震 の際は総額256億6,600万 円の義援金が寄せ られ,全 壊家屋に400万 円,

半壊家屋 に250万 円,死 亡者 ・行方不明者に300万 円が支給 された.ま た,1991年 長崎県雲仙岳噴火

災害の際は総額170億8,800万 円の義援金によ り,全 壊家屋 に200万 円,半 壊家屋に125万 円,死 亡者 ・

行方不明者に150万 円が支給 され た.兵 庫県南部地震 は未曾有の規模の被害を引き起 こしたため,従 来

の義援金支給額 に比べれば,1世 帯 あた りの支給額 は小 さいもの となった.

4.6兵 庫県南部地震の被災者 に対する公助 ・共助のモデルケース作成

前章において述べた支援金の給付 ・賃貸住宅の家賃補助 ・貸付金 に対する利子補給 ・各種税の減免措

置は,対 象者の収入状況などに関 して種々の条件を有 していた.本 章では,兵 庫県南部地震後に提供さ

れた公助 ・共助 プログラムを被災者の収入状況 ごとに整理 し,被 災者の住宅被害 ・被災後の住宅復興パ

ター ン ・世帯主の収入 に応 じた公助 ・共助のモデルケースを作成 し,被 災者一世帯あた りに支給 された

公助 ・共助の総支援額 を明 らかにする.

4.6.1世 帯の収入状況に応 じた公助 ・共助 メニューの整理

前章で記 した公助 ・共助プログラムでは,支 援 を受 ける者 の収入 に関す る条件を課す際 に,お おむね

「総所得金額」を用 いて表現 して いる.し か し,復 興基金による被災者 の住宅再建 ・購入 に対する利子

補給には 「年収(収 入金額)」 を用いた収入条件が付加 されてお り,民 間賃貸住宅家賃負担軽減制度では

「収入分位50%階 層以下」 という表現が用い られている.よ って,公 助 ・共助 プログラムを被災者の

収入状況 ごとに整理するにあたっては,ま ず,こ れ らの収入状況の表現 を統一する必要がある.そ こで

本研究では,総 務省 の家計調査 においてよ く用 いられている 「収入分位」を用いて,収 入分位 階級 ごと

に支援 を受け られる公助 ・共助 プログラムを整理 した.収 入分位 とは,全 国の世帯 を収入 の低い方か ら

高い方へ と順番に並べ,そ れを世帯数 の上で等分 して,パ ーセ ンテージ表示や5階 級表示,10階 級表

示を行 うものである.5階 級表示 の場合 は,収 入の低い方か ら,第Ⅰ,第Ⅱ,第Ⅲ,第Ⅳ,第Ⅴ 五分位

階級 と呼ぶ.収 入分位25%と は,収 入が低い方か ら25%と い う意味になる.

総所得金額や年収(収 入金額)に よる収入条件は,収 入分位 を用いた表現 に統一 しな ければな らない.

総所得金額については,表4-9に 示 した,兵 庫県南部地震前後 にお ける全国 ・近畿地方 ・京阪神大都市

圏での2人 以上の全世帯につ いての上限額の1995年 の京阪神大都市圏のデータを用いて,収 入分位へ

の換算を行 った.例 えば,第Ⅱ 五分位階級の世帯の年間総所得金額は,1995年 の場合に424～579万 円

となる.ま た,年 収(収 入金額 または支払金額)と は,所 得税課税 のための給与所得控 除額を控除す る前

の金額であり,(給 与所得+給 与所得控除額)に 相当する.年 収 と給与所得 との関係は,所 得税法第2編

第2章 第2節 第28章 によ り,例 えば式(2)の よ うに定め られてお り,式(3)と 式(4)を 用 いて世帯の総所

得金額が算出 される.

以上のように統一 した収入額を基準 として,各 収入分位階級 の住宅被災者 に該当す る公助 ・共助プロ

グラムを分類 し,表4-10に まとめた.表 において各階級が受け られる支援策 は網掛 けにて表現 した.
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表4-9収 入分位 と年 間総所得金額の関係

年収=(給 与所得金額+540,000)/0.8(支 払金額が180万 円以上,360万 円未満の場合) (4-2)

総所得金額=給 与所得+事 業所得+年 金所得+不 動産所得+利 子所得+配 当所得 (4-3)

世帯の総所得金額=世 帯主 の総所得金額+家 族の総所得金額 (4-4)

4.6.2兵 庫県南部地震の被災者に対する公助 ・共助のモデルケース

図4-3で は,持 ち家住宅が被害を受 けた場合 の居住生活 の復興パ ター ンをまとめたが,こ の うち選択

され る可能性 の高かったい くつかのケース につ いて,世 帯主の収入 に応 じた公助 ・共助のモデルケース

を作成 し,被 災世帯あた りに支給 された公助 ・共助の総支援額 を明 らか にした.S.Sakurai(1999)は,

兵庫県南部地震で持ち家が全壊 した際の公的支援額 を報告 している.こ れに対 し本論文では,種 々の住

宅復興パ ター ンと世帯主の収入を想定 し,木 造の持 ち家が全壊 した場合14ケ ースと半壊 した場合12ケ

ースに対 して公助 ・共助の実態を分析 した.

まず表4-11に,木 造の持ち家が全壊 し,図4-3に 示すケースA～Fの パター ンで居住生活 を復興 した

場合 の,低 所得 ・中堅所得 ・高所得の複数人世帯 に対する公助 ・共助 のモデル を示す.各 ケースでの被

災世帯あた りの公助 ・共助 の総支援額を棒グラフに して比較すると,図4-5に なる.ケ ースA～Cは 全

壊被害後 に仮設住宅に入居せずに建物解体 を行 い,そ の後建物再建を行 う(A)か,民 営借家に入居する

(B)か,公 営借家に入居する(C)も のである.ケ ースD～Fは 全壊被害後 に仮設住宅 に入居 し建物解体

を行 うケースである.低 所得 ・中堅所得 ・高所得 の複数人世帯 としては,収 入分位25%以 下 ・40～50%

階層 ・70～80%階 層の世帯 を代表 させ,世 帯主の年齢は45歳 以上60歳 未満 とした.住 宅復興パター ン

と世帯主の収入の異なる各世帯への公助 の合計額は396～1048万 円 とな った.共 助 の合計額は25～55

万円であ り,共 助 と公助を合わせ ると合計436～1088万 円となる.持 ち家 を再建する場合を除 いて,一

般に収入が低いほど手厚 い公助 を受けてお り,仮 設住宅 に入居 して建物解体 ・再建を行 った場合(ケ ー

スD)の 公助が最 も金額が大 きい.仮 設住宅や建物解体 に関する応急対応費用を除 いた公助の合計額を

算出 しても,299～612万 円とな り,現 物支給以外 にもかな りの公的資金が支援 されたことがわかる.

次に,木 造の持ち家が半壊 し,ケ ースG～J(図4-3)の パ ター ンで居住 生活 を復興 した場合の公助 ・

共助モデルを示す(表4-12).ケ ースGとIで は建物の補修 を行 い,ケ ースHとJで は建物解体後 に再

建す る.こ の際,ケ ースIとJは 仮設住宅 に入居するもの とした.こ の場合,公 助の合計額は247～895

万円とな り,共 助 と公助の合計額 は287～950万 円となる.被 害程度は異な るものの,仮 設住宅へ入居

し建物を解体 ・再建 した場合 には,全 壊被害時と同程度の高額な公助が行われた ことがわかる.前 述の
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通 り,半 壊建物の40.2%が 取 り壊 されたが,補 修すれば使える建物が震災後の混乱の中で解体 された

ことによ り,よ り多 くの公的資金が使われた と推測 できる.

4.7ま と め

本研究では,住 宅被災者 に対す る公助 ・共助 ・自助のバ ランスのあ り方を考 えるために,兵 庫県南部

地震の住宅被災者に対す る公助 ・共助のモデルケースを作成 し,支 援の実態 を分析 した.こ の結果,仮

設住宅 の提供な どの現物支給以外 にも,住 宅被災者一世帯あた りに対 してかな りの公的支援 がな された

ことがわかった.地 震後の このよ うな公的支出 を回避するためにも,住 宅 の耐震化等の事前の地震被害

軽減対策の推進が非常に重要である と考え られる.今 後は兵庫県南部地震以降の制度改正や他の地震に

おける事例について も同様のモデルケースの作成 を試みたい.

表4-10年 間収入五分位 ごとにみた公助 ・共助 プログラムの該 当状況

図4-5各 ケースにおける公助 ・共助の総支援額の比較
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表4-11木 造の持ち家が全壊 した場合の公助 ・共助 のモデルケース

表4-12木 造の持ち家が半壊 した場合の公助 ・共助のモデル ケース
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